
①

消費税の確定申告義務があるかどうか

（課税売上高が１，０００万円を超える）

消費税の

納税義務が免除

【消費税法第９条】 仕入控除税額は０円

↓課税売上高が１，０００円を超える

消費税の申告方式が簡易課税方式かどうか
→簡易課税方式で

　報告している
仕入控除税額は０円

↓簡易課税方式で申告していない

公益法人等（※）である →公益法人等でない

↓公益法人等である

特定収入（交付金）割合が

５％を超えるかどうか
→５％を超える 仕入控除税額は０円

↓５％以下である

補助対象経費は

人件費等の非課税仕入のみか

→非課税仕入

　のみである
仕入控除税額は０円

↓非課税仕入のみでない

消費税の申告を個別対応方式で、

対象経費に係る消費税等を非課税売上のみ

に要するものと申告しているかどうか

→申告している 仕入控除税額は０円

↓申告していない

仕入控除税額（返還額）あり

②

③

④

⑤

（※）公益法人等・・・消費税法別表第三に掲げる法人の場合（社会福祉法人、一般社団法人　等）

仕入控除税額フローチャート

→課税売上高が

　１，０００万円以下

↑社会福祉法人等で免税事

業者である場合もこちら



提出書類早見表
① ② ③ ④ ⑤ ⑥

区分

消費税等の

申告義務が

ない事業者

簡易課税方

式により申

告している

事業者

公益法人等

で特定収入

割合が5％

を超えてい

る事業者

補助対象経費に

係る消費税等を

個別対応方式で

「非課税売上の

みに要するも

の」として申告

している事業者

補助対象経

費がすべて

人件費等の

非課税仕入

となってい

る事業者

その他の事

業者

返還有無 あり

● ● ● ● ● ●

控除額計算シート

（県HPに掲載） ●

消費税等の確定申告

書「表紙」の写し ● ● ● ●

課税売上割合・控除対象

仕入税額等の計算表（確

定申告書付表２）の写し
● ● ●

特定収入割合の計算

過程が分かる書類の

写し

●

控除対象仕入税額の

計算書（確定申告書

付表５）の写し

●

消費税課税事業者選択届出

書写し

又は

消費税課税事業者選択不適

用届出書写し

●
※提出は任意

なし

消費税及び地方消費

税仕入控除税額報告

書（別記様式第３号）

報告フォーム（栃木県電子申請システム）に情報を入力

（様式を直接提出する必要はありません）


